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2.離職状況
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外国人介護人材定着度調査 目的・結果

調査目的
本調査は、外国人介護人材の定着状況や離職状況を把握し、その要因を明らかにするとともに、調

査結果を施設や事業所に提供することで、介護人材の定着支援や離職防止に向けた施策の充実を図る
ことを目的に実施したものである。

調査結果

外国人介護人材が今の職場が良いと感じる要素は、多い順に①職場内のコミュニケーションが良好
(66.5%)、②悩み不満等相談体制が整っている(55.7%)、③自分の希望に合わせてシフトを組んでくれ
る（52.5％）④有給休暇が取得しやすい(52.2%) となっている。ちなみに、給料が良いは39.8%であ
り、給与面の待遇よりも、職場内コミュニケーションや働きやすさに満足を得ていることが明らかに
なった。

調査は、全国の外国人介護人材を受入れている介護施設を対象に、WEBアンケートを通じて実施し
た。調査期間は令和7年1月9日～2月14日までとし、回答時点における各施設の状況について回答を求
めた。調査対象施設数は824件であり、 192施設から回答を得た(回答率23.3％)。回答施設が受け入れ
ている外国人介護人材の人数は合計1,177人であった。

1.外国人介護人材の職場環境について

過去5年間での離職理由は、多い順に①他の職種(介護関係以外)へ転職(52.1％)、②賃金への不満
(36.3%)、③病気のため(26.8%)、④他の施設へ転職(22.3%)となっている。
また、国家試験に合格できず帰国(14.3%)、都市部に勤めたい(11.3%)との回答もあった。
転職や職場環境への不満が影響してるほか、病気等の個人的な理由も見られた。

外国人介護人材への転職勧誘の有無は、多い順に①転職を勧められたことがない（71.4%）②友人
(ＳＮＳ等)から転職を勧められた(31.8%)、③家族から勧められた（9.9％）となっている。
なお、件数は少ないが、職業紹介事業所(4.7%)、登録支援機関(4.7%)、監理団体(3.1％)から転職を

勧められたとの回答もあった。

3.転職の勧め・離職率
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外国人介護人材定着度調査 目的・結果

外国人介護人材の転職を受け入れた施設とその人数は、70施設183名(36.5%、平均2.6人)であった。
一方で、122施設(63.5%)は転職者の採用が無かった。
転職先を分析すると、多い順に①神奈川県(24人) 、②東京都(21人)、③愛知県(19人)となっており、

都市部に移るケースが多かった。

4.外国人介護人材の転職状況

外国人介護人材の定着を促進するため施設が行っている支援は、多い順に①生活相談・支援(82.8%)、
②住宅補助(74.5%) 、③インターネット環境の整備(70.8％)、④通勤支援(70.3％)、⑤就労相談支援
(66.7％) 、⑥日本語研修や試験対策支援(64.1%) となっている。

5.定着促進の取り組み

本調査の結果、外国人介護人材の離職には賃金の満足度が影響しており、職場環境の充実が重要であ

ることが分かった。職場内の良好なコミュニケーション、働きやすさ、日本語教育・国家試験対策など

が定着を促進する要素と考えられる。

施設では、住宅補助や日本語研修の支援を通じて定着促進に努めているが、国等へ求める支援として、

介護福祉士国家試験の助成金や転職・転籍の制限に向けた対応を求める声が多かった。今後、外国人介

護人材の定着を図るためには、国や自治体の更なる支援と、職場環境の改善が求められる。

7.まとめ

施設から国や自治体に求める支援は、多い順に①介護福祉士取得への助成金支援(51.6%)、②住宅支
援(45.3%)、③報告書提出などの事務負担軽減(38.5%)となっており、施設の負担軽減に関する要望が
多くなっている。
この他、脱退一時金制度の見直し(36.5％)、介護福祉士国家試験を母国語で受験できるようにするこ

と、転職・転籍時の制限を求める等の制度の見直しに関する要望や、日本語・日本文化・日常生活支援
等(32.8％)といった生活面での支援を求める要望もあった。

6.国や自治体への要望



4

1.外国人介護人材定着度調査 概要

アンケート調査の概要
調査対象地区：全国 、調査方法：WEBアンケート、調査時期：令和7年1月9日～2月14日まで

令和6年度
送付先件数(実態アンケート調査で外国人を受け入れていると回答した施設) 824施設

回答件数 192施設
回答率 23.3%

外国人介護人材受入れ人数 1,177人
1施設受け入れ平均 6.1人
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2.外国人職員が選ぶ職場環境

〇今の職場が良いと思えるところ (外国人介護人材：1,177人(複数回答))

39.8%, 468

52.2%, 614

33.9%, 399

52.5%, 618

11.5%, 135

25.1%, 296

66.5%, 783

33.2%, 391

55.7%, 656

41.7%, 491

11.0%, 129

47.2%, 556

16
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給料が良い

有給休暇が取得しやすい

帰国するための長期休暇（12日以上）が取得しやすい

自分の希望に合わせてシフトを組んでくれる（労働時間や労働日等）

育児介護の両立支援がある

ＩＣＴを活用して働ける

職場内のコミュニケーションが良好である

法人の方針や理念に共感できる

悩み不満などの相談体制が整っている

日本語教育や国家試験取得に向けた研修に参加できる

施設内掲示物等に外国語表記がされている

職員寮等の福利厚生が充実している

その他

その他(自由記述)
・子育てに協力してくれる体制があること
・仕事・生活面でのサポートが親切
・職員の皆さんがやさしい。
・住宅、通勤などの手当がある。
・職員が皆親切 先輩から仕事をきちんと教えてもらえる
・お祈りの場所、時間を用意してもらった。
・利用者の名前をひらがなで書いてくれている
・喀痰吸引研修や実務者研修がある
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3.外国人介護人材の離職内容

〇外国人介護人材の過去五年間の受入れ制度別離職状況

受入制度 離職人数 施設数 平均人数

ＥＰＡ 48 14 3.4

技能実習制度 75 43 1.7

特定技能制度 175 64 2.7

在留資格「介護」 38 19 2.0

〇施設が把握している外国人介護人材が離職した理由 (離職人数合計：336人(複数回答))

(ｎ：192施設(複数回答))

14.3%, 48

22.3%, 75

52.1%, 175

11.3%, 38

3.3%, 11

36.3%, 122

8.6%, 29

26.8%, 90

0.6%, 2

9.5%, 32

3.6%, 12

3.6%, 12
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介護福祉士国家試験に合格できず帰国となったため

他の施設へ転職をしたため

他の職種（介護関係以外）へ転職したため

都市部に勤めたかったため

地方に勤めたかったため

賃金に不満があったため

職場の人間関係に問題があったため

病気のため

結婚、妊娠、育児のため

母国の家族が心配になったため（病気等）

失踪したため

理由はわからない
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4.転職の勧め・離職率

〇採用している外国人人材がどこから転職を勧められたか (ｎ：192施設、複数回答)

71.4%, 137

4.7%, 9

4.7%, 9

3.1%, 6

31.8%, 61

9.9%, 19

1.0%, 2

0 20 40 60 80 100 120 140 160

特に勧められたことはない

職業紹介事業所から勧められた

登録支援機関から勧められた

監理団体から勧められた

友人（ＳＮＳ等含む）から勧められた

家族から勧められた

その他

その他(自由記述)
・友人から(「○○園という施設があって給料が△□円で・・・」のような情報が入る

〇外国人介護人材及び日本人介護職員の離職率 (ｎ：192施設)
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5.外国人介護人材の転職状況

〇日本国内で転職活動している外国人介護人材を採用したことがあるか (ｎ： 192施設)

施設数 採用人数 平均人数

ある 70(36.5％) 183 2.6

ない 122(63.5％) ― ―

都道府県 採用人数 元施設の都道府県

北海道 3 札幌市

宮城県 1 群馬県

山形県 2 山形県

福島県 2 東京都、神奈川県

栃木県 6 北海道、埼玉県、東京都、群馬県、鹿児島県

群馬県 4 群馬県、長野県、鳥取県

埼玉県 1 千葉県

千葉県 7 千葉市、神奈川県、静岡県、大阪府、徳島県

東京都 21
仙台市、山形県、福島県、千葉県、埼玉県、東京都、
愛知県、島根県、山口県、愛媛県、宮崎県

神奈川県 24
東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、長野県、福井県、
兵庫県、大阪市、岡山県、広島市、愛媛県、

新潟県 5 新潟県、新潟市、長野県

山梨県 1 広島県

静岡県 4 仙台市、静岡県、浜松市

富山県 3 富山県、和歌山県、福岡県

福井県 6 長野県、福井県、石川県、大阪府、鹿児島

都道府県 採用人数 元施設の都道府県

岐阜県 14 岐阜県、石川県、広島県、福岡県

愛知県 19
茨城県、群馬県、長野県、愛知県、名古屋市、岐阜県、
京都市、大阪府、香川県、福岡県、宮崎県

三重県 6 東京都、京都市、三重県

大阪府 7 兵庫県、岡山県、香川県

兵庫県 7 栃木県、和歌山県、神戸市、岡山県、山口県、愛媛県

奈良県 5 東京都、奈良県、香川県

鳥取県 1 鳥取県

岡山県 1 熊本県

広島県 7 和歌山県、岡山県、広島県、広島市

山口県 10 富山県、奈良県、広島県、山口県、福岡県、鹿児島県

香川県 2 香川県

愛媛県 2 愛媛県、熊本県

福岡県 5 東京都、福岡県、大分県

宮崎県 4 秋田県、栃木県、愛知県、宮崎県

鹿児島県 3 岩手県、鹿児島県

合計 183

〇採用した外国人介護職員はどの地域からの転職か (ｎ： 70施設、採用183人)
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6.実施している定着促進の取組

その他(自由記述)
・新興宗教上、協会とのつながり構築支援・地域イベント情報の発信と参加時の同行支援
・他施設の外国人の方々との交流、情報交換
・休暇を取らせ帰国する事を許可している ※技能実習期間に影響の出ない日数
・入社時の生活用品購入
・家電・家具・寝具等の貸与
・結婚相手の日本での就職のためのアドバイスや就職先の紹介

(192施設：複数回答)

34.9%, 67

18.2%, 35

74.5%, 143

19.3%, 37

70.8%, 136

64.1%, 123

66.7%, 128

82.8%, 159

70.3%, 135

24.5%, 47

14.6%, 28

41.1%, 79

58.9%, 113

23.4%, 45

2.1%, 4

5.7%, 11

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

渡航、出入国手続きの支援（金銭以外）

帰国費用の一部負担

住宅補助（法人寮の利用、民間住居借り上げ、日本人より優遇の住居手当等）

住宅における水道光熱費負担の免除・一部免除（日本人と同等の場合は除く）

インターネット環境の整備

日本語研修、介護実務研修や介護福祉士国家試験対策の支援

就労相談・支援（職場内の困りごと等への相談を含む）

生活相談・支援（物品貸与、買い物、病院の付添、行政手続き等含む）

通勤支援（自転車の貸与、送迎等）

就学資金の支援（日本語学習、介護技術向上等）

処遇や労働環境改善、キャリアパス（日本人と同等の場合は除く）

施設のＩＣＴ化（記録が容易）

職員同士のコミュニティの支援（施設内等での支援）

地域住民との交流支援

国際結婚の支援

その他
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7.国や都道府県に対して求める支援

〇その他(自由記述)
・介護福祉士試験を各自の母国語で受けられるようする
・書類提出等の事務負担の軽減
・転職、転籍時の制限
・助成の実施(在留資格更新費用、車の免許取得費用等通勤関係の助成)
・介護分野も特定技能2号の創設
・5年で帰国の制度緩和
・研修や日本語能力の向上にむけた支援

(192施設：複数回答)

36.5%, 70

51.6%, 99

32.8%, 63

38.5%, 74

45.3%, 87

17.7%, 34

16.7%, 32

3.1%, 6

8.3%, 16

10.4%, 20

10.4%, 20

0 20 40 60 80 100 120

「脱退一時金制度」を見直し（60か月働くと帰国）

介護福祉士取得に向けて助成金等の支援をしてほしい

日本語・日本文化・日常生活の支援をしてほしい

報告書の提出等事務負担が多いので、見直してほしい

住宅の支援をしてほしい（賃貸や助成金等）

監理団体や送出し機関の質がわかるようにしてほしい

帰国の為の費用の支援をしてほしい

介護福祉士国家試験時の産休・育休を実務経験年数に入れる

家族帯同ができるようにしてほしい

服薬業務を認めてほしい（技能実習）

その他
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